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 府 政 防 第 ７ ７ ４ 号 

平成２８年６月２８日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

内閣府政策統括官（防災担当） 

 

 

 

避難施設緊急整備地域の指定等について 

 

 

活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 52号。以下「改正

法」といいます。）が平成 27年 12月 10日に施行されました。同法による改正後の活動火

山対策特別措置法（昭和 48年法律第 61号。以下「法」といいます。）第２条第１項に基づ

き、内閣総理大臣は、活動火山対策の総合的な推進に関する基本的な指針（以下「基本指

針」といいます。）を策定し、当該基本指針に基づき、法第 13条第１項の避難施設緊急整

備地域及び第 23条第１項の降灰防除地域を指定することとされました。また、避難施設緊

急整備地域の関係都道府県知事は、基本指針に基づき、避難施設緊急整備計画を作成する

こととされました。 

平成 28年２月 22日に、基本指針が別紙のとおり公布されましたので、貴職におかれま

しては、法において基本指針に基づくこととされた事項等について、下記の内容を御理解

の上、適切な運用に努められるとともに、貴都道府県内の市町村に周知いただきますよう

お願いします。 

法及び関係法令（活動火山対策特別措置法施行令（昭和 53年政令第 274号。以下「施

行令」といいます。）及び活動火山対策特別措置法施行規則（平成 27年内閣府令第 71

号。以下「施行規則」といいます。））の運用に当たっては、基本指針及び本通知と併せ

て、「活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律について」（平成 27年７月８日付府

政防第 532号）及び「活動火山対策特別措置法の一部を改正する法律の施行について」

（平成 27年 12月 24日府政防第 1122号）もご参照ください。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に基づく技

術的助言として発出するものであることを申し添えます。 

 

記 

 

第一 避難施設緊急整備地域及び避難施設緊急整備計画について（法第 13 条から第 18 条

まで、施行規則第５条から第７条まで関係） 

１．趣旨 
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  国及び地方公共団体は、噴火による危険が差し迫った状態にある場合には短時間に多

数の住民や登山者等の避難が必要になることが想定されるため、あらかじめ、避難のた

めの道路、港湾、広場、退避 壕
ご う

その他の退避施設の整備や、避難場所等となっている学

校や公民館等の不燃堅 牢
ろ う

化を推進することが必要である。このため、内閣総理大臣は、

避難施設を緊急に整備する必要がある地域を「避難施設緊急整備地域」として指定し、

当該避難施設緊急整備地域に指定された都道府県の知事が作成する避難施設緊急整備計

画に基づく事業に対し、国は、補助金を交付することができること等としている。 

 

２．避難施設緊急整備地域の指定について 

避難施設緊急整備地域は、内閣総理大臣が基本指針に基づき、噴火により住民や登山

者等の生命又は身体に被害が生じ、又は生ずるおそれがある地域で、その被害を防止す

るため、避難施設を緊急に整備する必要がある地域を、中央防災会議及び関係地方公共

団体の意見を聴取した上で、市町村、大字、字及び小字単位で指定する。 

当該指定に当たっては、当該火山の活動が活発であることのほか、当該火山に関係す

る都道府県が避難施設緊急整備計画を作成する意思を有していること等を考慮するもの

とする。 

避難施設の整備には一定の時間が必要であり、噴火が発生した後に実施できる対策は

限られることから、活動が活発であると考えられる火山については、噴火が発生する前

の段階から計画的に避難施設の整備を実施することが重要である。 

 

３．避難施設緊急整備計画について 

避難施設緊急整備地域の指定があったときは、関係都道府県知事は、基本指針に基づ

き、当該避難施設緊急整備地域について、住民等の速やかな避難のために必要な施設を

緊急に整備するため、避難施設緊急整備計画を作成するものとする。 

避難施設緊急整備計画に基づく事業について、国は、事業の実施に必要な補助金の交

付等を行うことができ、また、地方公共団体が実施する事業のうち、地方公共団体が必要

とする経費については、地方債を財源とすることができることとしている。 

（１）避難施設緊急整備計画の記載内容について 

  避難施設緊急整備計画には、次の①から④までに掲げる事項ごとに、整備しようとす

る施設の種類、規模及び位置、施設の整備に要する費用の概算額、施設の完成目標年度

等について定めるものとする。 

  ① 道路又は港湾の整備に関する事項 

  ② 広場の整備に関する事項 

  ③ 退避 壕
ご う

その他の退避施設の整備に関する事項 

  ④ 学校、公民館等の不燃堅 牢
ろ う

化に関する事項 

  住民や登山者等の安全をより適確に確保するためには、これら避難施設の整備や様々

な既存施設の利活用等のハード対策と、警戒避難体制や情報伝達体制の整備等のソフト

対策とを一体的に講じる必要があることから、避難施設緊急整備計画は、法第４条第１

項の火山防災協議会において策定した各火山の「避難計画」と整合のとれた計画とする
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ことが必要である。 

なお、「避難計画」が未策定である時点で火山活動が活発化した場合や、「避難計画」

の想定とは異なる火山活動が予測される場合等、緊急的に避難施設を整備する必要があ

る場合は、「避難計画」に先行して避難施設緊急整備計画を作成する場合もあり得るが、

その場合も火山防災協議会の議論の結果を尊重するとともに、できるだけ速やかに「避

難計画」の策定又は改定を行い、避難施設緊急整備計画と整合を図ることが必要である。 

 

（２）避難施設緊急整備計画の協議の申出について 

  避難施設緊急整備地域の関係都道府県知事は、避難施設緊急整備計画を作成する際に

は、あらかじめ、関係市町村長の意見を聴くとともに、内閣総理大臣と協議し、その同

意を得なければならない。また、内閣総理大臣は、当該同意にあたり関係行政機関の長

と協議しなければならないこととされている。 

関係都道府県知事が内閣総理大臣に対し、避難施設緊急整備計画の作成に係る協議を

申し出る場合には、事前に火山防災協議会の構成員等の関係行政機関と十分な調整を行

うことが重要である。 

  関係都道府県知事が当該協議について申し出る際には、内閣府ホームページに掲載さ

れた避難施設緊急整備計画協議申出書（次の①から③までに掲げる事項を記載した資料

を添付すること）の正本一部及び関係行政機関の数に一を加えた部数の写しを提出する

必要がある。計画変更の協議の申出の際も同様に、申出書と①から③までに掲げる事項

を記載した資料が必要となるため、留意されたい。 

① 避難施設緊急整備地域内の住家の分布状況及び土地利用の状況 

② 避難施設緊急整備地域内の避難に供せられる施設（計画中のものを含む。）の配置

状況及び施設の状況 

③ 避難施設整備後の住民等の避難対策 

 

４．旧法に基づく避難施設緊急整備地域及び避難施設緊急整備計画について 

（１）旧法に基づく避難施設緊急整備地域について 

改正法による改正前の活動火山対策特別措置法（以下「旧法」という。）第２条第１項

の規定により避難施設緊急整備地域に指定されている地域は、法第 13条第１項の規定に

より指定された避難施設緊急整備地域とみなされる（改正法附則第２条第１項）。したが

って、旧法第２条第１項の規定により避難施設緊急整備地域に指定されている地域につ

いては、改めて法第 13条第１項の規定による指定等の手続きは行われないので、念のた

め申し添える。 

 

（２）旧法に基づく避難施設緊急整備計画について 

旧法第３条第１項の規定により避難施設緊急整備計画（既に事業が終了している計画

も含む。以下同じ。）を作成している都道府県においては、基本指針を踏まえ、「避難計

画」等に照らして、当該避難施設緊急整備計画について新規事業の追加や当該計画に記

載されている事業内容の見直しなど必要な修正等を行った上で、上記３．の手続き等に

より内閣総理大臣への同意手続き等を行うことが必要である。 
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ただし、同項の規定により作成されている避難施設緊急整備計画は、改正法の施行の

日（平成 27 年 12 月 10 日）から起算して１年を経過する日（その日までに法第 14 条第

４項の規定により計画が変更された場合においては、その変更された日の前日）までの

間は、なお従前の例によることとしている（改正法附則第２条第２項）。 

 

 

５．その他 

都道府県知事は、避難施設緊急整備地域又はその周辺の地域において、防災営農施設

整備計画、防災林業経営施設整備計画、防災漁業経営施設整備計画を作成することがで

きる。これらの計画については、別途、農林水産省より、「活動火山対策特別措置法に基

づく防災営農施設整備計画の作成について」（平成 28 年３月 29 日 27 文第 366 号）等が

発出されているので、参照されたい。 

 

第二 降灰防除地域について（法第 23条から第 26条まで、施行令第５条から第７条まで、

施行規則第８条関係） 

１．趣旨 

噴火に伴う降灰は、学校や保育所、病院、中小企業等の施設に侵入し、学習・作業効率

の低下など甚大な支障を及ぼすことも想定される。このため、内閣総理大臣は、当該施設

への降灰の影響を防止・軽減するための施設等を整備する必要がある地域を「降灰防除

地域」として指定し、国及び地方公共団体は、当該地域内の上記施設において実施する降

灰防除施設等の整備に対し、財政上の措置を講ずることができること等としている。 

 

２．降灰防除地域の指定について 

降灰防除地域は、噴火に伴う降灰により住民の日常生活に著しい支障を生じ、又は生

ずるおそれがある地域で、その支障を防止・軽減するための施設等を整備する必要があ

る地域を、内閣総理大臣が、基本指針に基づき、関係行政機関の長及び関係地方公共団体

に意見を聴取した上で、市町村の行政区域の単位で指定する。当該指定に当たっては、長

期間にわたり一定量の降灰があり、かつ、近い将来に降灰が止む兆候がみられない地域

であることのほか、当該火山の関係地方公共団体が防じんに資する窓枠や空気調和設備

等の降灰防除施設等を整備する意思を有していることを考慮するものとする。 

降灰防除地域の指定があったときは、国は、当該地域において、学校等の教育施設の整

備に必要な費用を補助できることとするとともに、国及び地方公共団体は、病院等の医

療機関及び中小企業者に対し、長期かつ低利の資金の融通が行われるよう必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

 

３．旧法に基づく降灰防除地域について 

旧法第 12 条第１項の規定により降灰防除地域に指定されている地域は、法第 23 条第

１項の規定により指定された降灰防除地域とみなされる（改正法附則第２条第６項）。し

たがって、旧法第 12条第１項の規定により降灰防除地域に指定されている地域について

は、改めて法第 23条第１項の規定による指定等の手続きは行われないので、念のため申
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し添える。 

 

第三 降灰除去事業について（法第 22条、施行令第２条から第４条まで関係） 

１．趣旨 

国は、火山の噴火に伴い、年間を通じて、多量の降灰があった道路又は多量の降灰があ

った市町村の区域内の下水道、都市排水路、公園、宅地に係る降灰について、市町村が行

う当該降灰の除去事業に要する費用を補助することができる。また、当該事業につき市

町村が必要とする経費については、地方債を財源とすることができる。 

 

２．留意点等 

降灰除去事業により補助を受けるためには、「降灰除去事業実施要綱について」（昭和

53年 10 月 18日付河防発第 144号（建設省事務次官通達）。以下「要綱」という。）等

に定める方法により、降灰量の測定等を実施する必要がある。また、施行令第２条や要綱

に定める降灰量の要件を満たす必要があるが、このためには、噴火後に迅速に測定を開

始することが重要である。このため、市町村は、降灰の測定方法や必要な手続き等につい

て、事前に国土交通省及び都道府県とよく相談しておくことが重要である。 

また、地方公共団体は、降灰時に備え、あらかじめ、降灰の除去に必要な体制について

検討し、必要に応じて資機材の準備等をしておくことが重要である。 

 

 

以上 
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